
平 成 ３ ０ 年 ３ 月

国 土 交 通 省

自動車局安全政策課

「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」

及び「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の

指針」の一部を改正する告示案について

１．改正の背景

緊急時の安全確保義務違反や居眠り運転等に起因する事故が発生している状況を

踏まえ、緊急時の対応や睡眠不足の運転への影響等について、自動車運送事業者に

よる運転者に対する教育を徹底させる必要がある。

このため、貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監

督の指針（平成13年国土交通省告示第1366号。以下「貨物指導監督指針」という。

）及び旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の

指針（平成13年国土交通省告示第1676号。以下「旅客指導監督指針」という。）に

ついて、所要の改正を行うこととする。

２．改正の概要

（１）貨物指導監督指針の一部改正

貨物自動車運送事業者が運転者に対して行うこととされている指導及び監督の内

容として、睡眠不足が交通事故を引き起こすおそれがあることを理解させることを

追加する等所要の改正を行う。

（２）旅客指導監督指針の一部改正

旅客自動車運送事業者が運転者に対して行うこととされている指導及び監督の内

容として、以下の項目を追加する等所要の改正を行う。

・事故発生時、災害発生時その他の緊急時における対応方法を理解させること

・睡眠不足が交通事故を引き起こすおそれがあることを理解させること

・安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の適切な運転方法を理解

させること

３．今後のスケジュール（予定）

公 布 ： 平成30年６月１日

施 行 ： 公布の日



 

「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」及び「貨物

自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」の一部を改正する

告示案に関する意見募集について 

 

平成30年３月27日 

国土交通省自動車局 

 

国土交通省では、事故発生時の対応や睡眠不足の運転への影響等について、自動車運送事業者に

よる運転者に対する教育を徹底させるため、「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に

対して行う指導及び監督の指針」及び「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して

行う指導及び監督の指針」の一部改正を検討しております。 

つきましては、下記の要領にて広く国民の皆様の御意見を募集いたします。お寄せいただいた

御意見につきましては、最終的な決定を行う際の参考とさせていただきます。なお、御意見に対

する個別の回答は致しかねますので、あらかじめ御了承願います。 

 

記 

＜意見募集要領＞ 

１．意見募集対象 

「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」及び「貨物

自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」の一部を改正する告

示（案） 

 

２．資料入手方法 

電子政府の総合窓口（e-Gov）（http://www.e-gov.go.jp/）の「パブリックコメント（意見

募集中案件一覧）」欄に掲載するほか、国土交通省自動車局安全政策課において資料を配布し

ます。 

 

３．意見募集期間 

平成年３月28日（水）から平成30年４月26日（木）まで（必着） 

 

４．意見の提出先・提出方法 

意見提出様式にならい、氏名及び住所（法人又は団体の場合は、名称及び所在地）並びに連

絡先（電話番号又は電子メールアドレス）を明記の上、次のいずれかの方法で、日本語にて意

見を提出してください。なお、電話による意見の受付は致しかねますので、御了承願います。 

①電子メールの場合（テキスト形式でお願い致します。） 

電子メールアドレス： hqt-annzenn-kokuzi-kikaku@ml.mlit.go.jp 

②ＦＡＸの場合 

ＦＡＸ番号０３－５２５３－１６３６ 

国土交通省自動車局安全政策課意見募集担当あて 

http://www.e-gov.go.jp/）の「パブリックコメント（意見
http://www.e-gov.go.jp/）の「パブリックコメント（意見
mailto:hqt-annzenn-kokuzi-kikaku@ml.mlit.go.jp


 

③郵送の場合 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省自動車局安全政策課意見募集担当あて 

 

５．留意事項 

氏名（法人又は団体の場合は名称）については、御意見の内容とともに公表させていただく

可能性がありますので、御承知おきください。公表の際に匿名を希望される場合は、意見提出

時にその旨をお書き添えください。住所、電話番号及び電子メールアドレスについては、意見

の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認のために利用します。 

 

６．お問い合わせ先 

国土交通省自動車局安全政策課意見募集担当 

電話番号０３－５２５３－８５６６ 

 

 



（別添：意見提出用紙） 

国土交通省自動車局安全政策課 

意見募集担当 あて 

 

「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指

針」及び「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監

督の指針」の一部を改正する告示案に対する意見 

 

（フリガナ） 
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電子メールアドレス  

 

 

 

 

 

 

 

意  見 

（対象部分） 

 

 

 

 

 

（ご意見） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 -

貨 物 自 動 車 運 送 事 業 者 が 事 業 用 自 動 車 の 運 転 者 に 対 し て 行 う 指 導 及 び 監 督 の 指 針 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 案 新 旧 対 照 条 文

○ 貨 物 自 動 車 運 送 事 業 者 が 事 業 用 自 動 車 の 運 転 者 に 対 し て 行 う 指 導 及 び 監 督 の 指 針 （ 平 成 十 三 年 国 土 交 通 省 告 示 第 千 三 百 六 十 六 号 ）（ 抄）

（ 傍 線 の 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 案 現 行

第一章 一般的な指導及び監督の指針 第一章 一般的な指導及び監督の指針

１ 目的 （略） １ 目的 （略）

２ 指導及び監督の内容 ２ 指導及び監督の内容

(1) 事業用自動車を運転する場合の心構え (1) 事業用自動車を運転する場合の心構え

貨物自動車運送事業は公共的な輸送事業であり、貨物を安全、確 貨物自動車運送事業は公共的な輸送事業であり、貨物を安全、

実に輸送することが社会的使命であることを認識させるとともに、 確実に輸送することが社会的使命であることを認識させるととも

事業用自動車による交通事故（道路交通法（昭和35年法律第105号） に、事業用自動車による交通事故の統計を説明すること等により

第67条第２項に規定する交通事故をいう。以下同じ。）の統計を説 、事業用自動車による交通事故が社会に与える影響の大きさ及び

明すること等により、事業用自動車による交通事故が社会に与える 事業用自動車の運転者の運転が他の自動車の運転者の運転に与え

影響の大きさ及び事業用自動車の運転者の運転が他の自動車の運転 る影響の大きさ等を理解させ、事業用自動車の運行の安全を確保

者の運転に与える影響の大きさ等を理解させ、事業用自動車の運行 するとともに他の自動車の運転者の模範となることが事業用自動

の安全を確保するとともに他の自動車の運転者の模範となることが 車の運転者の使命であることを理解させる。

事業用自動車の運転者の使命であることを理解させる。

(2) 事業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき基本的 (2) 事業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき基本

事項 的事項

貨物自動車運送事業法、道路交通法及び道路運送車両法（昭和26 貨物自動車運送事業法、道路交通法（昭和35年法律第105号）及

年法律第185号）に基づき事業用自動車の運転者が遵守すべき事項を び道路運送車両法（昭和26年法律第185号）に基づき事業用自動車

理解させる。また、当該事項から逸脱した方法や姿勢による運転及 の運転者が遵守すべき事項を理解させる。また、当該事項から逸

び日常点検を怠ったことに起因する交通事故の事例、当該交通事故 脱した方法や姿勢による運転及び日常点検を怠ったことに起因す

を引き起こした貨物自動車運送事業者及び運転者に対する処分並び る交通事故の事例、当該交通事故を引き起こした貨物自動車運送

に当該交通事故における加害者、被害者その他の関係者に与える心 事業者及び事業用自動車の運転者に対する処分並びに当該交通事

理的影響を説明すること等により、当該事項を遵守することの重要 故における加害者、被害者その他の関係者に与える心理的影響を

性を理解させる。 説明すること等により、当該事項を遵守することの重要性を理解

させる。
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(3) 事業用自動車の構造上の特性 (3) 事業用自動車の構造上の特性

事業用自動車の車高、視野、死角、内輪差（右左折する場合又は 事業用自動車の車高、視野、死角、内輪差（右左折する場合又

カーブを通行する場合に後輪が前輪より内側を通ることをいう。以 はカーブを通行する場合に後輪が前輪より内側を通ることをいう

下同じ。）、制動距離等が車両により異なること並びに運搬中の貨 。以下同じ。）及び制動距離等が他の車両と異なること並びに運

物が事業用自動車の運転に与える影響を確認させる。この場合にお 搬中の貨物が事業用自動車の運転に与える影響を確認させる。こ

いて、牽引自動車及び被牽引自動車を運行する場合においては、当 の場合において、牽引自動車及び被牽引自動車を運行する場合に
けん けん けん けん

該牽引自動車を運転するに当たって留意すべき事項を、当該被牽引 おいては、当該牽引自動車を運転するに当たって留意すべき事項
けん けん けん

自動車によりコンテナを運搬する場合においては、当該コンテナを を、当該被牽引自動車によりコンテナを運搬する場合においては
けん

下部隅金具等により確実に緊締しなければならないことを併せて理 、当該コンテナを下部隅金具等により確実に緊締しなければなら

解させる。また、これらを把握していなかったことに起因する交通 ないことを併せて理解させる。また、これらを把握していなかっ

事故の事例を説明すること等により、事業用自動車の構造上の特性 たことに起因する交通事故の事例を説明すること等により、事業

を把握することの必要性を理解させる。 用自動車の構造上の特性を把握することの必要性を確認させる。

(4) 貨物の正しい積載方法 (4) 貨物の正しい積載方法

道路法（昭和27年法律第180号）その他の軸重の規制に関する法令 道路法（昭和27年法律第180号）その他の軸重の規制に関する法

に基づき運転者が遵守すべき事項を理解させるとともに、偏荷重が 令に基づき運転者が遵守すべき事項を理解させるとともに、偏荷

生じないような貨物の積載方法及び運搬中に荷崩れが生じないよう 重が生じないような貨物の積載方法及び運搬中に荷崩れが生じな

な貨物の固縛方法を指導する。また、偏荷重が生じている場合、制 いような貨物の固縛方法を指導する。また、偏荷重が生じている

動装置を操作したときに安定した姿勢で停止できないおそれがある 場合、制動装置を操作したときに安定した姿勢で停止できないお

こと及びカーブを通行したときに遠心力により事業用自動車の傾き それがあること及びカーブを通行したときに遠心力により事業用

が大きくなるおそれがあることを交通事故の事例を挙げるなどして 自動車の傾きが大きくなるおそれがあることを交通事故の事例を

理解、習得させる。 挙げるなどして理解、習得させる。

(5) 過積載の危険性 (5) 過積載の危険性

過積載に起因する交通事故の事例を説明すること等により、過積 過積載に起因する交通事故の事例を説明すること等により、過

載が事業用自動車の制動距離、安定性等に与える影響を理解させる 積載が事業用自動車の制動距離、安定性等に与える影響を理解さ

とともに、過積載による運行を行った場合における貨物自動車運送 せるとともに、過積載による運行を行った場合における貨物自動

事業者、事業用自動車の運転者及び荷主に対する処分について理解 車運送事業者、事業用自動車の運転者及び荷主に対する処分につ

させる。 いて理解させる。

(6) 危険物を運搬する場合に留意すべき事項 (6) 危険物を運搬する場合に留意すべき事項

危険物（自動車事故報告規則（昭和26年運輸省令第104号）第２条 危険物（自動車事故報告規則（昭和26年運輸省令第104号）第２

第５号に規定するものをいう。以下同じ。）を運搬する場合におい 条第５号に規定するものをいう。以下同じ。）を運搬する場合に

ては、危険物に該当する貨物の種類及び運搬する危険物の性状を理 おいては、危険物に該当する貨物の種類及び運搬する危険物の性
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解させるとともに、危険物を運搬する前に確認すべき事項並びに危 状を理解させるとともに、危険物を運搬する前に確認すべき事項

険物の取扱い方法、積載方法及び運搬方法について留意すべき事項 並びに危険物の取扱い方法、積載方法及び運搬方法について留意

を理解させる。また、運搬中に危険物が飛散又は漏えいした場合に すべき事項を理解させる。また、運搬中に危険物が飛散又は漏え

安全を確保するためにとるべき方法を指導し、習得させる。この場 いした場合に安全を確保するためにとるべき方法を指導し、習得

合において、タンクローリにより危険物を運搬する場合にあっては させる。この場合において、タンクローリにより危険物を運搬す

、これを安全に運搬するために留意すべき事項を理解させる。 る場合にあっては、これを安全に運搬するために留意すべき事項

を理解させる。

(7) 適切な運行の経路及び当該経路における道路及び交通の状況 (7) 適切な運行の経路及び当該経路における道路及び交通の状況

① 当該貨物自動車運送事業に係る主な道路及び交通の状況をあら ① 当該貨物自動車運送事業に係る主な道路及び交通の状況をあ

かじめ把握させるよう指導するとともに、これらの状況を踏まえ らかじめ把握させるよう指導するとともに、これらの状況を踏

、事業用自動車を安全に運転するために留意すべき事項を指導す まえ、事業用自動車を安全に運転するために留意すべき事項を

る。この場合、交通事故の事例又は自社の事業用自動車の運転者 指導する。この場合、交通事故の事例又は自社の事業用自動車

が運転中に他の自動車又は歩行者等と衝突又は接触するおそれが の運転者が運転中に他の自動車又は歩行者等と衝突又は接触す

あったと認識した事例（いわゆる「ヒヤリ・ハット体験」）を説 るおそれがあったと認識した事例（いわゆる「ヒヤリ・ハット

明すること等により運転者に理解させる。 体験」）を説明すること等により運転者に理解させる。

② 道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）第２条、 ② 道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）第２条

第４条又は第４条の２について同令第55条の認定を受けた事業用 、第４条又は第４条の２について同令第55条の認定を受けた事

自動車を運転させる場合及び道路法第47条の２第１項に規定する 業用自動車を運転させる場合及び道路法第47条の２第１項に規

許可又は道路交通法第57条第３項に規定する許可を受けて事業用 定する許可又は道路交通法第57条第３項に規定する許可を受け

自動車を運転させる場合は、安全に通行できる経路としてあらか て事業用自動車を運転させる場合は、安全に通行できる経路と

じめ設定した経路を通行するよう指導するとともに、当該経路に してあらかじめ設定した経路を通行するよう指導するとともに

おける道路及び交通の状況を踏まえ、当該事業用自動車を安全に 、当該経路における道路及び交通の状況を踏まえ、当該事業用

運転するために留意すべき事項を指導し、理解させる。 自動車を安全に運転するために留意すべき事項を指導し、理解

させる。

(8) 危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法 (8) 危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法

強風、豪雪等の悪天候が運転に与える影響、右左折時における内 強風、豪雪等の悪天候が運転に与える影響、右左折時における

輪差、直前、後方及び左側方の視界の制約並びにジャックナイフ現 内輪差、直前、後方及び左側方の視界の制約並びにジャックナイ

象（制動装置を操作したときに牽引自動車と被牽引自動車が連結部 フ現象（制動装置を操作したときに牽引自動車と被牽引自動車が
けん けん けん けん

分で折れ曲がり、安定性を失う現象をいう。）等の事業用自動車の 連結部分で折れ曲がり、安定性を失う現象をいう。）等の事業用

運転に関して生ずる様々な危険について、危険予知訓練の手法等を 自動車の運転に関して生ずる様々な危険について、危険予知訓練

用いて理解させるとともに、危険を予測し、回避するための自らへ の手法等を用いて理解させるとともに、危険を予測し、回避する

の注意喚起の手法として、指差し呼称及び安全呼称を行う習慣を体 ための自らへの注意喚起の手法として、指差し呼称及び安全呼称
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得させる。また、事故発生時、災害発生時その他の緊急時における を行う習慣を体得させる。また、事故発生時、災害発生時その他

対応方法を理解させる。 の緊急時における対応方法を理解させる。

(9) 運転者の運転適性に応じた安全運転 (9) 運転者の運転適性に応じた安全運転

適性診断その他の方法により運転者の特性を把握し、個々の運転 適性診断その他の方法により運転者の特性を把握し、個々の運

者に自らの運転行動の特性を自覚させる。また、運転者のストレス 転者に自らの運転行動の特性を自覚させる。また、運転者のスト

等の心身の状態に配慮した適切な指導を行う。 レス等の心身の状態に配慮した適切な指導を行う。

(10) 交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因及びこれらへ (10) 交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因及びこれら

の対処方法 への対処方法

長時間連続運転等による過労、睡眠不足や医薬品等の服用に伴い 長時間連続運転等による過労、医薬品等の服用に伴い誘発され

誘発される眠気及び飲酒等の生理的要因並びに慣れ及び自分の運転 る眠気及び飲酒等の生理的要因並びに慣れ及び自分の運転技能へ

技能への過信による集中力の欠如等の心理的要因が交通事故を引き の過信による集中力の欠如等の心理的要因が交通事故を引き起こ

起こすおそれがあることを事例を説明することにより理解させると すおそれがあることを事例を説明することにより理解させるとと

ともに、貨物自動車運送事業者の事業用自動車の運転者の勤務時間 もに、貨物自動車運送事業者の事業用自動車の運転者の勤務時間

及び乗務時間に係る基準（平成13年国土交通省告示第1365号）に基 及び乗務時間に係る基準（平成13年国土交通省告示第1365号）に

づく事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間を理解させる。 基づく事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間を理解させ

また、運転中に疲労や眠気を感じたときには運転を中止し、休憩す る。また、運転中に疲労や眠気を感じたときには運転を中止し、

るか、又は睡眠をとるよう指導するとともに、飲酒運転、酒気帯び 休憩するか、又は睡眠をとるよう指導するとともに、飲酒運転、

運転及び覚せい剤等の使用の禁止を徹底する。 酒気帯び運転及び覚せい剤等の使用の禁止を徹底する。

(11) 健康管理の重要性 (11) 健康管理の重要性

疾病が交通事故の要因となるおそれがあることを事例を説明する 疾病が交通事故の要因となるおそれがあることを事例を説明す

こと等により理解させ、定期的な健康診断の結果、心理的な負担の ること等により理解させ、定期的な健康診断の結果、心理的な負

程度を把握するための検査の結果等に基づいて生活習慣の改善を図 担の程度を把握するための検査の結果等に基づいて生活習慣の改

るなど適切な心身の健康管理を行うことの重要性を理解させる。 善を図るなど適切な心身の健康管理を行うことの重要性を理解さ

せる。

(12) 安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の適切な (12) 安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の適切

運転方法 な運転方法

安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車を運行する 安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車を運行す

場合においては、当該装置の機能への過信及び誤った使用方法が交 る場合においては、当該装置の機能への過信及び誤った使用方法

通事故の要因となるおそれがあることについて事例を説明すること が交通事故の要因となるおそれがあることについて事例を説明す

等により、当該事業用自動車の適切な運転方法を理解させる。 ること等により、当該事業用自動車の適切な運転方法を理解させ
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る。


